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第七次香川県保健医療計画（素案）について関係団体及び市町等 

から提出された意見とそれに対する県の考え方（案） 

 

 意   見 意見に対する県の考え方 

歯

科

医

師

会 

①【4 章 2 節 11 今後高齢化に伴い増加す

る疾患等対策】（P119） 

 

（アンダーライン部を追加） 

【対策】 

（１）予防対策の充実 

ロコモティブシンドロームやフレイル、

大腿骨頚部骨折、誤嚥性肺炎など高齢化に

伴い増加する病気などについて、高齢者の

低栄養の予防や生活習慣の改善、運動機

能・摂食嚥下機能の維持、口腔ケアなど、

各市町とも協力し、保健・医療・介護の連

携による総合的な予防対策に取り組みま

す。 

〈理由〉 

介護予防（要支援１，２）は、介護保険よ

り市町村事業へ移行するため。 

なお介護予防施策は、①運動器の機能向上、

②栄養改善、③口腔機能の向上支援の３つ。 

国から市町村への事業費の補助金が給付さ

れると聞いている。 
 

御指摘のとおり、食物が認識され、口腔、

咽頭、食道を経て胃に至るすべての過程に

ついては、「摂食嚥下機能」と記載する方が

正確であり、修正します。 

また、保健事業や介護予防などのサービ

スは、市町が主体となって実施しているこ

とから、「各市町とも協力し、」の記載を追

記します。 

 

②【4章 5節 歯科医療連携体制の現状・課

題と対策】（P149） 

 

（アンダーライン部を追加） 

（２）障害児・障害者、（または障害児・者）、

介護を必要とする者等に対する歯科口腔保

健の推進 

〈理由〉 

障害者ばかりでなく、障害を持ち、各種学

校等への通学が困難であるが故に、病院ま

たは在宅での生活を余儀なくされている児

童に対しても、歯科口腔保健推進を図る必

要があるため。 

なお、P191 の（４）はそのままで結構です。 

 

児童についても、歯科口腔保健を推進す

る必要があること及び P191 は、「障害児・

者」と記載していることから、「障害児・者」

に修正します。 

資料３ 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

保

険

者

協

議

会 

①【全体】 

 

これまでに、地域医療構想策定の意見提

出においても述べてきたが、構想区域に示

される東部構想区域内の急性期病床の偏在

化や大川保健医療圏域の救急医療体制の衰

退を招くことのないよう医療政策を展開い

ただくことを引き続きお願いしたい。 

本計画においては、大川保健医療圏と高

松保健医療圏を合わせ東部保健医療圏とす

ることとしていますが、２章２節の「２ 二

次保健医療圏の圏域設定の考え方」に記載

のとおり、がんや脳卒中、救急医療等の圏

域設定については、本計画期間中は、医療

提供体制の継続性や激変緩和の観点から、

従来どおりの大川圏域で引き続き医療提供

体制の確保を図ってまいります。 

なお、県全体の救急医療体制のあり方に

ついては、４章３節の「１救急医療」で記

載のとおり、病床の機能分化連携の推進な

ど、将来の医療需要・医療供給の変動要因

も見極めつつ、地域医療構想調整会議など、

関係機関の意見を聴きながら、本計画期間

中に結論を得ることができるよう、検討を

行ってまいります。 

②【全体】 

 

医師確保対策、医療費適正化対策の広域

的な連携と具体的な支援策の提示、充実を

お願いしたい。 

 

本県では、人口 10 万人当たりの医師数は

全国平均を上回っていますが、地域偏在や

診療科偏在が見られることから、関係者と

十分連携を図りながら、医師確保対策の充

実に努めてまいります。 

良質かつ適切な医療を持続可能な形で提

供できる体制の構築に向け、住民の健康の

保持及び医療の効率的な提供の推進を図っ

てまいります。 

③【2 章 2 節 保健医療圏と基準病床数】

（P14） 

 

二次保健医療圏の設定について、地域医

療構想を用いることに異議はありません。 

二次保健医療圏の設定については、医療

圏設定の見直し要件に該当することや、平

成 28 年 10 月に策定した香川県地域医療構

想において構想区域を 3 構想区域としたこ

とから、本計画では、3保健医療圏とするこ

ととしています。 

④【2章4節 医療従事者の確保・養成】（P33） 

 

 医療側は、限られた医療資源を活用し、

最も効率的・効果的な医療を実施するとの

意識に変革すべき。そのため、例えば、医

学部教育に保険制度の（財政）の状況を組

み入れるべき。 

 御意見は、国の医学教育全体に係るもの

と思われますが、医学部教育については、

国（文部科学省）において検討されること

になっており、本計画で県の取組みとして

具体的な記載をすることは、困難であると

考えています。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

⑤【2章4節 医療従事者の確保・養成】（P35） 

 

 近燐病院の時間外労働の報道を聞き、医

療機関従事者不足を改めて実感している。

計画(案）にあるように人材育成に取り組み

つつ、巡回診療の実施回数を現状維持して

いただくようお願いしたい。 

へき地医療拠点病院等の関係者と連携し

ながら、へき地への巡回診療実施回数の維

持に努めてまいります。 

保

険

者

協

議

会 

⑥【2章4節 医療従事者の確保・養成】（P39） 

 

 (2)では、本県の保健師数は、全国的に見

て上回っているという説明で終わっていま

す。この説明では、保健師は十分足りてい

るように解釈されます。保健師不足は、全

国的に生じている問題であり、本県の保健

師不足は、長期継続している状況です。県

では、人材不足解消のため、UJI ターン型保

健師の募集を行い、移住促進にも力を入れ

ています。保健師が不足していることと、

この取組みを追加した方が良いと思いま

す。 

保健師数の充足・不足を表す指標がなく、

人口10万人当たりの保健師数が全国平均を

上回っているという状況を記載していま

す。保健師の人員確保については、各事業

主においてそれぞれの取組みがなされてい

るものと考えており、計画では全体的な対

策として、県内大学における質の高い保健

師の養成と卒業後の県内就職の促進を記載

しているところです。 

なお、本県への移住の促進については、

UJI ターン就職を支援するための就職相談

窓口の設置（東京や大阪の県事務所）や「就

職・移住支援センター」を開設するととも

に移住促進サイト「かがわ暮らし」等によ

る情報発信など積極的に取り組んでいると

ころです。 

⑦【2章4節 医療従事者の確保・養成】（P40） 

 

保健師の確保として、県立保健医療大学

看護学科への編入学生の増加を目指すこと

を記載したら良いと思います。本計画に含

めることで、大学評価結果を受け止め、対

応しようとする姿勢が示されるからです。 

県立保健医療大学においては、保健師の

養成について、平成 18 年度から 23 年度ま

での 6年間、編入学試験を行ってきました。

しかしながら、入学者は 10 名の定員に対し

平均 4.5 人で、平成 22年度大学評価結果の

翌年度も 2 人に留まったことから、平成 24

年度から募集を中止したところです。 

現在、保健師の養成については、県立保

健医療大学看護学科の 3 年次の学生を対象

に、20 人の定員で選抜して保健師養成課程

を追加選択できるようになっており、この

ような教育課程の下、今後も引き続き、質

の高い保健師の養成・確保に努めてまいり

ます。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

⑧【3章 香川県地域医療構想】（P53） 

 

 人口減少の歯止めをかける手段として地

域医療の分野から解決策を模索すべきであ

る。 

医療提供体制は、県民の健康を確保する

ための重要かつ不可欠な基盤であると考え

ています。 

今後とも、関係団体や市町と連携して、

県民が安心して暮らせる地域医療の確保に

取り組んでまいります。 

保

険

者

協

議

会 

⑨【4章 1節 県民本位の医療連携体制の構

築】（P55） 

 

厚生労働省は、かかりつけ薬局の推進に

ついて、多剤・重複投薬の防止や残薬解消、

患者ごとの薬歴を管理して健康寿命を伸長

すること、薬剤管理の適正化により医療費

を削減することが目的と示しています。か

かりつけ薬剤師・薬局の基本的機能は、①

服薬情報の一元的な把握とそれに基づく薬

学的管理・指導、②24 時間対応、在宅対応、

③かかりつけ医を始めとした医療機関等と

の連携強化です。今後においては、さらに、

地域住民による主体的な健康の維持・増進

を積極的に支援する健康サポート薬局とし

ての機能が求められています。かかりつけ

薬剤師・薬局の推進と求められる機能と方

向性については、厚生労働省が積極的に取

り組んでいる課題であるため、1節「県民本

位の医療連携体制の構築」の中では、概要

説明を記載する必要があると思います。 

かかりつけ医・かかりつけ歯科医等の現

状・課題及び対策は、かかりつけ薬剤師・

薬局を含めて記載していましたが、より明

確にするために、「かかりつけ薬剤師・薬

局」という言葉を追記しました。併せて、

かかりつけ薬剤師・薬局の推進と求められ

る機能や方向性について国が示している

「患者のための薬局ビジョン」についても

追記しました。 

⑩ (3)として、かかりつけ薬剤師・薬局の

推進の内容を追加していただきたいです。 

⑪【4章 1節 県民本位の医療連携体制の構

築】（P55） 

 

メディアやネット環境の整備により「医

療」について、住民が持つ情報も増え詳細

となっています。住民に知らせることを重

要視するのは大事だと思います。 

医療現場の負担を軽減する事も大切になっ

てくると思います。かかりつけ医の推進、

適正受診が必要です。 

町でも普及啓発に努力していますので、県

でも折に触れ住民啓発の機会を作っていた

だきたいと思います。 

県民が、病院・診療所・薬局等の選択を

適切に行うことができるよう、医療機関の

情報を分かりやすい形で提供してまいりま

す。 

また、地域の医療提供体制を確保するた

め、かかりつけ医等の普及・定着を図るこ

とのほか、医療機関を受診する際のルール

やマナーについて、市町等の関係機関と連

携しながら普及啓発に努めます。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

保

険

者

協

議

会 

⑫【4章 2節 疾病ごとの医療連携体制の現

状・課題と対策】（P63） 

 

 働き盛り世代のほとんどを加入者として

抱える医療保険者としては、「がん」をはじ

めとした全ての疾病について、救急医療(急

性期）への確保に向けた対応を引き続き医

療提供者との調整を要請するとして、その

後の回復期とした「身体機能を回復させる

リハビリテーション」や、維持期とした「日

常生活への復帰及び生活維持のためのリハ

ビリテーション」、在宅医療とした「生活の

場における療養」の充実は特に急務である

と考えます。現状においても、専門リハビ

リテーション病棟の整備状況は全国平均を

下回っています。働き盛り世代自らが脳卒

中をはじめとしたリハビリが必要になる場

合だけではなく、親など扶養している家族

にもリハビリ・在宅医療が必要になった場

合、離職をしなくてすむ、社会で支える仕

組みづくりをより充実する施策の計画と実

施を要請する。 

 

本計画６章５節１ 高齢者の保健福祉対

策の【現状・課題】（２）及び【対策】（２）

に記載のとおり、地域社会全体で支え合う

「地域共生社会の実現のための仕組みづく

り」に取り組んでまいります。 

⑬【4章 2節 1 がん】（P63） 

 

「治療と職業生活」の両立支援について、

より充実強化してほしい。 

「治療と職業生活」の両立支援について

は、今年度策定中の「第 3 次香川県がん対

策推進計画」に基づき、関係機関と連携し

て、治療と両立に関する正しい情報の周知

に努め、また、事業者の理解を進めて、が

ん患者等が就労の継続ができる環境の整備

を推進していくこととしています。 

⑭【4章 2節 1 がん】（P68） 

 

 国の基準を満たした「がん検診」を受診で

きる施設を増やすなどの対策が行われなけれ

ば、受診率を上昇させることは難しいと思う。

そうした対策を盛り込んではどうか。 

「がん検診」を受診できる施設を増やす

などの対策については、今年度策定中の「第

3次香川県がん対策推進計画」に基づき、が

ん検診を実施する医療機関の検診機器等の

整備を支援し、検診体制の整備に取り組む

こととしています。 



６ 

 

 意   見 意見に対する県の考え方 

保

険

者

協

議

会 

⑮【4章 2節 5 精神疾患】（P90） 

 

性同一性障害について、少し取り上げて

みてはどうでしょうか。公益社団法人 日

本精神神経学会は、「性同一性障害に関す

る診断と治療のガイドライン」を提示し、

診療を行っているようです。最近、LGBT な

どの性的少数者については、障害の認識が

高まり、様々な分野で、配慮ある対応が求

められています。行政としては、よい理解

者となり、適切な対応を行う必要があると

感じます。実際の人数の把握が難しく、表

面化していませんが、用語を記載すること

で認識の姿勢が示せるのではないでしょう

か。 

LGBT などの性的少数者の方々は偏見や無

理解のため学校や職場で不当な差別を受け

るなどの困難な状況に置かれており、こう

した方々が安心して暮らせるよう配慮が必

要であると認識しています。 

LGBT などの性的少数者の方が心の健康に

関する問題を抱えたり、精神疾患に罹患し

た場合については、４章２節の５精神疾患

の【対策】の(６)精神障害者が安心して暮

らせる地域づくり（P99、P100）に関連して

記載しているところであり、引き続き、社

会の理解を深める啓発と併せ、その対策に

取り組んでまいります。 

 

 

⑯【4章 2節 5 精神疾患】（P96） 

 

 課題に記載されているが、高齢社会が進

むにつれて身体合併症をもった患者が、ま

すます多くなることが予想される。それら

の方が安心してそれぞれの疾病治療ができ

る体制づくりを希望する。夜間体制の強化。 

身体合併症及び夜間体制の強化に関して

は、４章２節の５精神疾患の【対策】の(１)

精神科救急医療体制の維持・拡充、(２)身

体合併症患者の受入体制の確保、(３)香川

大学医学部との連携・協力体制の構築（い

ずれも P98）に記載しているところであり、

引き続き、精神科救急医療体制の維持・拡

充及び身体合併症患者の受入体制の確保に

取り組んでまいります。 

 

 

⑰【4章 2節 5 精神疾患】（P99） 

 

精神疾患の【対策】の中に、ゲートキー

パーの養成に努める内容を追加してはどう

でしょうか。自殺総合対策大綱においては、

ゲートキーパーの養成を掲げており、かか

りつけ医、教職員、保健師、看護師、ケア

マネージャー、民生委員、児童委員、各種

相談窓口担当者など、関連するあらゆる分

野の人材をゲートキーパーに養成する研修

等を行うことが規定されています。 

 

 

自殺対策については、広範多岐にわたる

施策が必要なことから、ゲートキーパーの

養成については、今年度策定予定の「香川

県自殺対策計画（仮称）」において他の施策

と併せ記載することとしています。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

保
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者

協

議

会 

⑱【4章 3節 1 救急医療】（P120） 

 

自動体外式除細動器（AED）の普及促進に

ついては、どこにも記載がありません。救

急医療の項目で、現在の取組みを説明する

のが良いと思います。また、対策としては、

ガイドラインに則した適正配置や講習会開

催の継続などがあると思います。 

自動体外式除細動器（AED）の普及促進に

ついては、P82 の【対策】（２）③の「救護

処置に関する普及啓発」の中に含まれてい

ますが、御指摘を踏まえ、「救護処置に関す

る普及啓発」の前に「心肺蘇生法の手順や

自動体外式除細動器（AED）の使用方法を内

容とする講習会の実施など」を追記します。 

⑲【4章 3節 1 救急医療】（P120） 

 

救急医療については、医療機関、医師数

の少ない小豆では非常に危機感を持ってい

る事柄であり、小豆においては、第一次、

二次救急など明確に分けた対応が困難で

す。休日当番医制についても議論にあがる

ようになっています。また、高度医療につ

いては、今後も県、高松等のご協力をいた

だき対応していきたいと思います。 

小豆保健医療圏は離島であるため、島内

で確保すべき医療提供体制について、他の

保健医療圏とは別に検討する必要があり、

急性期から慢性期、在宅医療等まで基本的

な医療については、島内で安定的に提供で

きる体制を構築する一方で、島内では提供

が困難な高度で専門的な医療については、

今後とも、防災ヘリや高速艇等を活用した

搬送など、保健医療圏を超えた連携体制の

構築を支援してまいります。 

⑳【4章 3節 4 産期医療】（P136） 

 

国においては、産後うつ予防や新生児へ

の虐待予防を図ることを目的に、産後の初

期段階における母子保健に対する支援を強

化するため、産後健康診査事業を補助事業

としております。補助事業を実施するため

には対象者を支援するための産後ケア事業

の実施が求められています。産後ケア事業

は県内でも実施している機関が少ないため

利用者も少ない状況です。また、産婦健康

診査の結果、支援が必要と認められる産婦

に対して精神科の医師との連携も必要とな

ってきます。県下においては実施に伴うこ

れらの医療機関の整備の必要性があること

から、30 年度の実施ができていない状況で

す。医師の地域的な偏在や診療科の偏在が

あるとの認識や、産婦人科医数の不足など

も示され県としてはこうした状況の改善を

図る対策を推進することとされています

が、早急に取り組んでいただきたい。 

 

 

産後健康診査事業や産後ケア事業は、産

後うつ予防などの対策に重要であり、計画

に記載のとおり周産期メンタルヘルス対策

（4章 3節「４周産期医療」の【対策】の（４）

（P138））や母子保健対策（6 章 7 節「母子

保健対策」の【対策】の（３）（P194））な

どの推進に努め、早期に全ての市町で事業

が実施できるよう働きかけてまいります。 

また、医師の地域偏在や産科医等の不足

については、香川大学医学部、県医師会及

び関係医療機関とも連携しながら、医師の

キャリアステージに対応した体系的な医師

確保対策を実施してまいります。 
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㉑【4章 7節 医療安全対策・情報化に係る

現状・課題と対策】（P164） 

 

 広域災害救急医療情報システム、各種デ

ータベース等により情報共有やタイムリー

な情報連携ができることを希望します。 

医療機関及び薬局の機能情報や休日当番

医等の情報を掲載している広域災害救急周

産期医療情報システム（URL http://www.qq. 

pref.kagawa.jp/ 又は「医療ネットさぬき」

で検索）は、今年度、システムの更新を行

うこととしていますが、疾病や診療科目等

から対応医療機関を抽出できるキーワード

検索を提供するなど、利便性の向上に取り

組み、今後とも、利用者や関係者が容易に

情報の入手や情報の共有・連携ができるよ

う努めてまいります。 

㉒【5 章 第七次香川県保健医療計画数値目

標一覧】（P172） 

 

 保険者においても、県と協力しながら数

値目標を達成できるようにすることを目指

したいと思っています。 

関係職種で目標を共有し、各期の健康づ

くりやがん対策などに取り組みますので、

マンパワー、技術的支援等サポートをよろ

しくお願いいたします。 

数値目標の達成に向けては、県とともに、

関係団体、市町、医療提供施設等のほか患

者を含めた県民の相互理解と協力が不可欠

であり、これらの関係者の信頼関係に基づ

き、目標達成に向けた取組みを進めてまい

ります。 

㉓【5章 第七次香川県保健医療計画数値目標

一覧】（P172） 

 

 「糖尿病性腎症による新規透析導入患者数」

の目標値について、第六次より低くしたのは

なぜか？（第六次目標 10.4 人⇒第七次目標 

12.6 人） 

国においては、健康日本 21（第２次）（計

画期間：平成 25年度～平成 34年度）で、「合

併症（糖尿病腎症による年間新規透析導入

患者数）の減少」という指標において、平

成 34 年度までの目標を策定時 16,247 人に

対し、15,000 人（8％減）としています。 

目標を同様に考えた場合、健康日本 21（第

２次）策定と同時期の香川県の数値 14.3 の

8％減は 13.1（目標年度平成 34 年度）とな

ります。香川県の数値が全国平均より高め

に推移していること、保健医療計画の計画

期間が平成 35 年度までであることを考慮

し、全国平均であり、現実的な 12.6 を目標

としています。 

 

㉔【5 章 第七次香川県保健医療計画数値目

標一覧】（P173） 

 

 数値目標と達成状況「5 精神疾患」の項

目に「精神疾患以外のもの」が含まれてい

るので、「等」を付す等修正してはどうか。 

御指摘は、認知症に係る数値目標が精神

疾患の項目に含まれているという趣旨と考

えますが、「精神疾患の医療体制の構築に

係る指針」（厚生労働省通知）により、認知

症も含めて精神疾患に記載することとされ

ているため、体系的に精神疾患に含めた記

載としています。 
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㉕【6章 1節 保健・医療・介護（福祉）の

連携】（P176） 

 

 本保険者では、基幹病院（直診）を核と

した地域包括ケアに取り組んでいます。限

られた人材の中、地域の医療～介護まで対

策すべく、他職種よる連携を進めています。

また、障害福祉サービスについても、多方

面の整備に取り組んでいます。今後、県と

も情報交換や連携を密にし、目標達成でき

るよう取り組んでまいりたいと思いますの

で、ご理解とご協力、サポートをお願いい

たします。 

 

県民すべてが、地域において、質の高い

総合的なサービスが受けられるようにする

ため、今後とも、関係団体や市町と連携し

て、疾病予防から治療、介護（福祉）まで、

県民のニーズに応じた多様なサービスが地

域において切れ目なく提供される体制の構

築に努めます。 

㉖【6章 2節 健康づくり運動の推進】（P178） 

 

 【現状・課題】が、5つの項目に分類されて

いるのに、対策がとても少ないように感じま

す。他のページでは、具体的な対策が記載さ

れています。 

「健康づくり運動の推進」については、

平成 25年 3 月に策定した「健やか香川２１

ヘルスプラン（第２次）」に基づき、市町や

関係機関と連携して、各種健康増進施策を

推進することとしています。 

同プランでは、健康寿命の延伸を目指し、

栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲

酒、喫煙、歯・口腔の健康などの健康増進

の基本要素に関する生活習慣の改善等につ

いても、具体的な推進施策を示し、総合的

に取り組むこととしています。 

㉗【6章 4節 医療費適正化】（P182） 

 

「医療費適正化」については、医療保険

者が主体的に取り組む課題であることは言

うまでもない。香川県として引き続き医療

提供者・市町村・教育関係をはじめとした

各団体と連携強化をさらに進めていただき

たい。一方、医療保険からみると県民は医

療保険者を移動するのであって、現在、被

用者保険と市町国保は個別に連携事業を進

めているが、より効果を追求するために香

川県の主体的取組強化を要請する。 

 

御意見を踏まえ、県として、関係団体と

の連携を一層推進し、取組強化を図ってま

いります。 

㉘【6章 6節 障害者保健福祉対策】（P188） 

 

「学校、保育所、幼稚園等が連携し、」と

ありますが、順番に疑問を感じます。 

 

御指摘を踏まえ、「また、発達障害につい

ては、保育所、幼稚園、学校等が連携し、

乳幼児期から成人期まで一貫した支援が求

められています。」に改めます。 
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㉙【6章 6節 障害者保健福祉対策】（P188） 

 

性同一性障害は、近年、認知された障害

であり、多様な障害の中に含めてみてはど

うでしょうか。厚生労働省は、本年 8月に、

「児童養護施設等におけるいわゆる「性的

マイノリティ」の子どもに対するきめ細や

かな対応の実施等について」の通知を出し

ています。一貫した支援が求められるのは、

発達障害だけでなく、性同一性障害も同じ

ように感じます。「発達障害については、」

を「発達障害や性同一性障害については、」

に変更してはどうでしょうか。 

 

LGBT などの性的少数者の方々は偏見や無

理解のため学校や職場で不当な差別を受け

るなどの困難な状況に置かれており、こう

した方々が安心して暮らせるよう配慮が必

要であると認識しています。 

LGBT などの性的少数者の方が心の健康に

関する問題を抱えたり、精神疾患に罹患し

た場合については、４章２節の５精神疾患

の【対策】の(６)精神障害者が安心して暮

らせる地域づくり（P99、P100）に関連して

記載しているところであり、引き続き、社

会の理解を深める啓発と併せ、その対策に

取り組んでまいります。 

㉚ 「性同一性障害」の用語を P188【現状と

課題】(6)に追加するのであれば、【対策】

にも③として、説明を加えた方が良いよう

に思います。 

㉛【6章 6節 障害者保健福祉対策】（P190） 

 

 障害者の社会参加を促進する環境づくり

に目を向け、障害者差別解消法に基づき、

社会的障壁を取り除く合理的配慮の推進に

ついての内容を追加すると良いと思いま

す。 

障害者差別解消法に基づく、社会的障壁

を取り除く合理的配慮の推進についての内

容の追加については、障害者差別解消は、

障害者の人権尊重に関する内容であること

から、障害者の人権尊重に関する取り組み

について記載する今年度策定予定の「第５

期かがわ障害者プラン」において、記載す

ることとしています。 

㉜【6章 6節 障害者保健福祉対策】（P190） 

 

 発達障害がある人が就職後に苦労される

例がある。就職後初めて診断されるケース

もあり、就労支援の際や就労後においても

就学中の状況等について、学校等との連携

強化が図られるような対応が望まれる。 

 

関係機関との連携については、【対策】

(１)の④様々な分野との連携体制の整備

（P190）に関連の記載をしているところで

あり、引き続き連携強化に取り組んでまい

ります。 

㉝【6章 7節 母子保健福祉対策】（P192） 

 

 【現状・課題】では、(7)として、また、

【対策】③の中に、ペアレントメンターの

養成についての内容を追加してはどうでし

ょうか。 

 

ペアレントメンターについては、その取

組みについて、今年度策定予定の「第５期

かがわ障害者プラン」において記載するこ

ととしています。 



１１ 

 

 意   見 意見に対する県の考え方 

保

険

者

協

議

会 

㉞【6 章 8 節 保健福祉施設の機能強化】

（P195） 

 

 ひきこもり者への支援について、精神保

健福祉施設の機能強化－精神保健福センタ

ー内の取組として記載されているが、章内 5

～7 節の中で具体的な対策を表記できない

か。 

精神病性の現象のあるひきこもり者につ

いては、４章２節の５精神疾患の【対策】

の(６)精神障害者が安心して暮らせる地域

づくり（P99、P100）に記載しているところ

であり、引き続き、ひきこもり者に対する

支援に取り組んでまいります。 

㉟【7章 1節 健康危機管理体制】（P198） 

 

離島では、様々な危機状況に陥った際、

初期には限られた人材や物で対応すること

になります。また、小豆総合事務所は、２

４時間職員が直ちに業務に当たれる体制は

困難だと思いますので、平常時から町・県・

小豆島中央病院など医療機関で危機管理体

制について情報共有と交換を密にし、訓練

等体験型の研修を取り入れていただけるよ

う希望します。 

御意見にあったとおり24時間職員が直ち

に業務に当たれる体制の確保は困難である

ことから、次のとおり訓練の実施や関係機

関との連携に努めているところです。 

 

1.災害による船便の途絶等を想定し、必要

時には県庁内に「小豆総合事務所高松支部」

を設置することとしており、毎年、在島職

員と高松支部職員に分かれて情報伝達訓練

を実施しています。 

2.土庄町及び小豆島町をはじめ、災害拠点

病院、広域救護病院、消防、警察、医師会、

薬剤師会など小豆島管内の関係機関をメン

バーとするワーキンググループを設置し、

健康危機管理についての情報共有・意見交

換を行うとともに、合同での訓練や研修を

実施しているところです。 

 

今後とも有事を想定した様々な訓練の実

施や管内関係機関との連携による備蓄品の

適正配置、情報連絡体制の整備、救援・応

援体制の検討など健康危機における対応力

の強化を図ってまいります。 

㊱【7章 2節 医薬品等の安全対策】（P202） 

  

薬物乱用防止については、学校などの教

育現場と連携して促進すべきである。 

P203【対策】（４）に記載のとおり、薬物

乱用防止対策として中学校、高校を中心に

学校と連携し、薬物乱用防止教室を開催し

ています。 

㊲【7章 2節 医薬品等の安全対策】（P203） 

 

 2 の表題に「等」を追加し、「緊急医薬品

等の備蓄」にしてはどうでしょうか。災害

や有事の際、水、ミルク、おむつ、衛生用

品などの備蓄も必要です。【現状・課題】と

【対策】に、内容を追加していただきたい

です。 

また、【現状・課題】の中に、県は、災害時

における物資の調達等に関する協定を締結

していることを記載していただきたいで

す。 

当該項目は、緊急医薬品の備蓄について

記載するものであり、水、ミルク、おむつ

等の生活必需物資の備蓄に関しては、防災

対策の一つとして香川県地域防災計画にお

いて詳細な記載をしています。 
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①【2 章 4 節 医療従事者の確保・養成】

（P33） 

 

保健医療計画の促進に向けた具体的な対

応策を検討する等、良質かつ適切な医療が

持続可能で効率的に提供される体制の実現

に向け、引き続き、以下の点を踏まえ、進

めていただきたい。 

 

① 『医療従事者の確保・養成』を確保す

るため、県内における医師確保及び医師の

偏在緩和策に関しては、医学生への修学資

金貸付制度や地域枠入学制度を含め、現在

の課題と実効性を高めるための具体的な解

決策について言及されたい。 

② 地域医療支援センターについては、医

師確保対策の役割を明確化し、実効性を高

めるため、各種対策を具体的に実施するに

当たって、医師確保対策の実施を担う医療

機関を中心に協議・調整を行う協議機関へ

見直しされたい。 

また、医師確保に関する各種会議体（地域

医療支援センター、へき地医療対策に関す

る協議会、新たな専門医制度に係る協議会

等）についても、議論や構成員の重複を避

け、会議の効率化を図り、一体的な医師確

保の実施に向けて見直しされたい。 

①現在、国は、医療計画において、医師の

確保方針、医師確保の目標、目標達成に向

けた施策内容を記載する医師確保計画を策

定することを法律上に位置付けることを検

討しており、御提案の件については、今後

策定予定の医師確保計画策定の際に検討し

ます。 

②国の医師需給分科会の中間取りまとめ

（平成 29 年 12 月）において、地域医療対

策協議会の実効性確保と地域医療対策協議

会以外の医師確保に関する各種会議体の原

則廃止が提言されていることから、本県の

医師確保に関する各種会議体についても、

見直しを図ります。 

②【4章 3節 1 救急医療】（P120） 

 

計画（素案）において、救急医療の圏域

については、見直し後の３保健医療圏に拘

らず、従来の５圏域で設定するとされてい

ます。 

救急医療提供体制に関しては、既存の保

健医療圏において体制が確立されている

が、初期救急における夜間については、高

松保健医療圏での高松市夜間急病診療所の

みであり、やむを得ず他の圏域から流入し

ている実態が見られます。 

県におかれましては、現行の救急医療提

供体制の維持に支障が生じることのないよ

う、新計画において、各圏域における初期

救急医療体制の充実に向けた対応をお願い

したい。 

 

二次保健医療圏の設定については、医療

圏設定の見直し要件に該当することや、平

成 28 年 10 月に策定した香川県地域医療構

想において構想区域を３構想区域としたこ

とから、本計画では、３保健医療圏とする

こととしていますが、本計画期間中は、医

療提供体制の継続性や激変緩和の観点か

ら、救急医療体制については、従来の５圏

域で設定することとしており、良質かつ適

切な医療を持続可能な形で効率的に提供す

る体制の確保を図ってまいります。 

なお、県全体の救急医療体制のあり方に

ついては、４章３節の「１救急医療」で記

載のとおり、病床の機能分化連携の推進な

ど、将来の医療需要・医療供給の変動要因

も見極めつつ、地域医療構想調整会議など、

関係機関の意見を聴きながら、本計画期間

中に結論を得ることができるよう、検討を

行ってまいります。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

高

松

市 

③【4章 2節 6 結核・感染症】（P105） 

 

結核を「わが国最大の感染症」であると

記載していますが、「最大」という表現は、

結核患者数が年々減少している現状を考慮

すると、わが国において結核の何が最大で

あるのかが分かりづらいため、「わが国の

重大な感染症」に修正してはどうでしょう

か。 

平成 28 年の結核患者数は、約１万７千人

となっており、依然として、わが国最大の

慢性感染症であることから、御指摘を踏ま

えて、「わが国最大の慢性感染症」に改めま

す。 

④【4章 2節 6 結核・感染症】（P105） 

 

【現状・課題】（3）では、「高度な合併症

を有する結核患者」とありますが、「高度な

合併症」が何を指しているかが分かりづら

いため、「高度な」を削除してはどうでしょ

うか。 

高齢者は、重度の合併症や身体合併症を

有する者が多いことから、「高度な合併症」

として記載しています。 

⑤【4章 2節 6 結核・感染症】（P105） 

 

【現状・課題】（4）では、「接触者健診」

とありますが、簡略化せず「接触者健康診

断」に修正してはどうでしょうか。 

「接触者健診」という用語は、保健所や

医療機関等において一般的に使用されてい

ることから、用語を修正する必要はないと

考えております。 

 なお、県民の方が分かりやすいよう、「接

触者健診」の用語解説を注記で記載します。 

 

＜注記内容＞ 

（注１）接触者健診とは⇒結核を発症し感

染させる可能性のある期間、結核発症者と

同じ時間と空間を共有した人に対して、結

核を発症しているか、発症はしていなくと

も感染しているかを確認するため実施す

る、医学的検査を主体とした健康診断のこ

と。 

 

⑥【4章 2節 6 結核・感染症】（P106） 

 

【対策】（4）では、「高齢者施設に対し、

早期発見・早期治療の重要性について啓発

を行う」とありますが、【対策】（1）①の内

容と重複しているので、当該箇所を削除し

てはどうでしょうか。 

御指摘を踏まえて、「高齢者施設に対し、

早期発見・早期治療の重要性について啓発

を行うとともに、」という記載を削除しま

す。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

高

松

市 

⑦【4章 2節 6 結核・感染症】（P106） 

 

 【対策】（5）では、「管理検診」とありま

すが、県民の方が分かりやすいよう、「登録

者の精密検査（管理検診）」に修正してはど

うでしょうか。 

「管理検診」という用語は、保健所や医

療機関等において一般的に使用されている

ことから、用語を修正する必要はないと考

えております。 

なお、県民の方が分かりやすいよう、「管

理検診」の用語解説を注記で記載します。 

 

＜注記内容＞ 

（注２）管理検診とは⇒管轄保健所におい

て結核患者として登録されている者の病状

を把握するために、胸部エックス線検査等

による精密検査を実施すること。 

⑧【4章 2節 6 結核・感染症】（P106） 

 

 【対策】（6）では、「平成 28年 11 月に厚

生労働省の「結核に関する特定感染症予防

指針」が改正され、直接服薬確認療法（Ｄ

ＯＴＳ）の対象が全結核患者に拡大された」

とありますが、ＤＯＴＳの対象者が、潜在

性結核患者を含めた全結核患者に拡大され

たのは、平成 23 年 10 月に厚生労働省健康

局結核感染症課長通知「結核患者に対する

ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）の推進につ

いて」が改正されたことを受けたためでは

ないでしょうか。 

御指摘を踏まえて、「潜在性結核感染症

の者も含めた結核患者に対して、患者の生

活環境に合わせながら、直接服薬確認療法

（ＤＯＴＳ）を軸とした患者支援を行いま

す。また、地域の医療機関、薬局等との連

携を強化することによって、ＤＯＴＳ実施

体制の構築に努めます。」に改めます。 

⑨【4章 2節 6 結核・感染症】（P107） 

 

「新型インフルエンザなどの未知の感染

症の発生に備えた体制を整備」とあります

が、感染症の発生時においては、迅速かつ

的確な対応が求められることから、「新型

インフルエンザなどの未知の感染症の発生

に備えた、迅速かつ的確に対応できる体制

を整備」に修正してはどうでしょうか。 

新型インフルエンザなどの未知の感染症

に限らず、感染症の発生時においては、迅

速かつ的確な対応が必要と考えており、当

該記載箇所につきましても、迅速かつ的確

に対応するという趣旨を含んでいるものと

考えております。 

今後とも、感染症の発生時においては、

迅速かつ的確な対応をできる体制を整備す

るよう、より一層努めてまいります。 

⑩【4章 2節 6 結核・感染症】（P107） 

 

【現状・課題】（4）では、「性感染症を含

めた正しい知識の普及啓発」とありますが、

ＨＩＶ、梅毒以外の性感染症についても、

対策を講じるべきであることから、「他の

性感染症を含めた正しい知識の普及啓発」

に修正してはどうでしょうか。 

御指摘のとおり、当該箇所の記載が、Ｈ

ＩＶ、梅毒以外の性感染症についても言及

していることが分かりづらいことから、御

指摘を踏まえて、「性感染症に関する正し

い知識の普及啓発」に改めます。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

丸

亀

市 

⑪【4章 3節 1 救急医療】（P120） 

 

県内においては、重篤患者や複数の診療

科にわたる重篤な救急患者に対し、24 時間

体制で高度な救急医療を提供されておりま

すが、希望する病院に重篤な救急患者の受

入ができなかった事例も少なくないとの声

を聞きます。本市の属する西部保健医療圏

においては、既存病床数が基準病床数を超

えている状況ではありますが、市民が不利

益を被る事がないような検討をお願いした

い。 

重篤な患者が救命救急センターを設置し

ている医療機関等で適切な医療が受けられ

るよう、患者の症状に応じた初期から三次

救急医療機関までの体系的な救急医療提供

体制の構築や軽症患者の診療時間内の受診

などの啓発等が重要です。 

今後とも、市町や関係団体と連携して、

初期救急医療機関、二次救急医療機関、三

次救急医療機関相互の役割分担と連携強化

を図り、各傷病に対応した適切な救急医療

が行われるよう努めます。 

⑫【4章 3節 4 周産期医療】（P136） 

 

 国においては、産後うつ予防や新生児へ

の虐待予防を図ることを目的に、産後の初

期段階における母子保健に対する支援を強

化するため、産後健康診査事業を補助事業

としております。補助事業を実施するため

には対象者を支援するための産後ケア事業

の実施が求められています。産後ケア事業

は県内でも実施している機関が少ないため

利用者も少ない状況です。また、産後健康

診査の結果、支援が必要と認められる産婦

に対して精神科の医師との連携も必要とな

ってきます。県下においては実施に伴うこ

れらの医療機関の整備の必要性があること

から、30年度の実施ができない状況です。 

 医師の地域的な偏在や診療科の偏在があ

るとの認識や、産婦人科医数の不足なども

示され県としてはこうした状況の改善を図

る対策を推進することとされていますが、

早急に取り組んでいただきたい。 

産後健康診査事業や産後ケア事業は、産

後うつ予防などの対策に重要であり、計画

に記載のとおり周産期メンタルヘルス対策

（4章 3節「４周産期医療」の【対策】の（４）

（P138））や母子保健対策（6 章 7 節「母子

保健対策」の【対策】の（３）（P194））な

どの推進に努め、早期に全ての市町で実施

できるよう働きかけてまいります。 

また、医師の地域偏在や産科医等の不足

については、香川大学医学部、県医師会及

び関係医療機関とも連携しながら、医師の

キャリアステージに対応した体系的な医師

確保対策を実施してまいります。 

 

 

⑬【6 章 2 節 健康づくり運動の推進】

（P178） 

 

 ６章１節において、他の計画との整合性

の確保として、自殺対策計画（仮称）も示

されていますが、自殺対策に対する【現状・

課題】が記されていません。 

 11/30 に示された自殺対策計画策定の手

引き（厚生労働省社会・援護局長発）には、

様々な分野の施策、人々や組織が密接に連

携する必要があるとされておりますので、

自殺対策の一翼も担っていることを示すた

め、P178 に追記してはどうかと思います。 

自殺対策については、広範多岐にわたる

施策が必要なことから、今年度策定予定の

「香川県自殺対策計画（仮称）」において記

載することとしています。 
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 意   見 意見に対する県の考え方 

坂

出

市 

⑭【4章 2節 1 がん】（P64） 

 

がん検診等の受診率について、市町が把

握できる数字を目標値としてほしい。 

国のがん対策推進基本計画を踏まえ、全

国と比較可能で、市町の検診に加え職域や

個人において受診したがん検診も含む国民

生活基礎調査の値を目標値としています。 

さ

ぬ

き

市 

⑮【2 章 2 節 保健医療圏と基準病床数】

（P14） 

 

二次保健医療圏における東部構想区域内

の医師の確保及び基準病床数については、

急性期病床の偏在化や大川保健医療圏域の

救急医療提供体制の衰退を招くことがない

よう高松医療圏と区分して算定された体制

を基礎として医療政策を展開されますよう

お願いいたします。 

 

がんや脳卒中、救急医療、災害医療など

については、医療提供体制の継続性や激変

緩和の観点から、従来の５圏域で設定する

こととしており、良質かつ適切な医療を持

続可能な形で効率的に提供する体制の確保

を図ってまいります。 

なお、県全体の救急医療体制のあり方に

ついては、４章３節の「１救急医療」で記

載のとおり、病床の機能分化連携の推進な

ど、将来の医療需要・医療供給の変動要因

も見極めつつ、地域医療構想調整会議など、

関係機関の意見を聴きながら、本計画期間

中に結論を得ることができるよう、検討を

行ってまいります。 

 

⑯【2 章 4 節 医療従事者の確保・養成】

（P33） 

 

医師の従事者数等の数値は示されており

ますが、計画として必要な人数（医師確保

の目標値）が示されていないことから、そ

れらの数値的目標を示す必要があると考え

ます。 

現在、国は、医療計画において、医師の

確保方針、医師確保の目標、目標達成に向

けた施策内容を記載する医師確保計画を策

定することを法律上に位置付けることを検

討しており、医師確保の目標値の設定は、

今後策定予定の医師確保計画策定の際に検

討します。 

 


